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挙の実施を規定している。しか 、董建華行政長官が不人気であったために中国当局は民主化に慎重になった。香港政府は二○○五年末に中国政府に配慮して暫定的な民主化案を提案し 市民 同案に好意的であったが、民主派が完全なが棚上げされることを懸念して反対したため、立法会で否決された。
第一章と第二章で見たように、香
港政治は中国政府の影響力を抜きにして語れない。そこで、第三章 第四章では、香港と中国と 関係 焦点を当て いる。
第三章「中国・香港の経済協力と





香港の将来展望にも触れた。次の一○年間は、民主化の実現が課題となるであろう。また、中国の民主化モデルを提供するとの議論も存在する。しかし、 は中国政府 よる経済支援に依存し、民主化後も中国政府に好都合な政権が維持される可能性もある。真 中国政府から自由になるには、香港経済の自立も必要だが、その見通しは立っていないまた、仮に中国本土が民主化 た場合、中国政府の支援や本土の地方政府の譲歩が従来どおり得られるか疑問である。長期的に見れば、董行政長官の積極的な経済政策は香港経済の自立を高め 意味において、再評価する必要があるのかもしれ い。
（
 たけうち 　たかゆき／アジア経済研究所地域研究センター）
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